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1.棟数推移

2013年度2014年度2015年度2016年度2017年度2018年度2019年度2020年度2021年度2022年度
北海道・東北# # # # # # # # # #
関東# # # # # # # # # #
中部# # # # # # # # # #
近畿# # # # # # # # # #
中国・四国# # # # # # # # # #
九州# # # # # # # # # #
前年比(全国)# # # # # # # # #
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図1は非住宅鉄骨造建築物の新築棟数推移（2013年度～2022年度）をエリア別に示したグラフである。新型コロナウイルス流行前（2019年度まで）は毎年3万棟前後が建
築されていたが、新型コロナウイルス流行をきっかけに企業の設備投資費用が縮小したことにより、2020年度は建築件数が減少した。しかしながら、2021年度は前年度
比106.2%と回復傾向にあり、2022年度においても、都市部以外の地域では北海道・東北エリアを除き、建築件数が増加した。特に、中部エリア及び中国・四国エリアは
2021年度から10ポイント以上上昇している。一方で、都市部が含まれる関東エリア、近畿エリアは10ポイント前後減少しており、2022年度の全国の建築棟数は前年度比
99.2%と回復兆候は減少傾向にある。

非住宅鉄骨造建築物市場の推移（2022年度版）

2022年度2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

出典：国土交通省「建築着工統計調査」におけるオーダーメイド集計（独立行政法人統計センター提供）
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図 1：非住宅鉄骨造建築物におけるエリア別新築棟数推移（年次）

北海道・東北 関東 中部 近畿 中国・四国 九州 前年比(全国)
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2.建物規模推移

2013年度2014年度2015年度2016年度2017年度2018年度2019年度2020年度2021年度2022年度
北海道・東北# # # # # # # # # #
関東# # # # # # # # # #
中部# # # # # # # # # #
近畿# # # # # # # # # #
中国・四国# # # # # # # # # #
九州# # # # # # # # # #
前年比(全国床面積)# # # # # # # # #
前年比(1棟当たりの平均床面積)# # # # # # # # #
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出典：国土交通省「建築着工統計調査」におけるオーダーメイド集計（独立行政法人統計センター提供）
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図2は非住宅鉄骨造建築物における新築1棟当たりの平均面積推移（2013年度～2022年度）をエリア別に示したグラフである。新型コロナウイルス流行禍の2020年度よ
り、1棟当たりの平均面積は拡大傾向にあったが、都市部（関東エリア、近畿エリア）で建物規模（1棟当たりの平均面積）が前年度よりも大きく縮小した影響により、2022年
度の1棟当たりの平均面積は前年度比89.7%であった。ただし、他エリアは2021年度とほとんど変化は無く、都市部においても、新型コロナウイルス流行前よりは建物規模
が大きい。
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図 2：非住宅鉄骨造建築物におけるエリア別新築1棟当たりの平均床面積推移（年次）

北海道・東北 関東 中部 近畿 中国・四国 九州 前年比(全国床面積) 前年比(1棟当たりの平均床面積)
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3.用途の変化

◆ 用途割合の推移

2022年度2021年度2020年度2019年度2018年度2017年度2016年度2015年度2014年度2013年度
倉庫# # # # # # # # # #
工場# # # # # # # # # #
事務所# # # # # # # # # #
店舗# # # # # # # # # #
その他# # # # # # # # # #
合計# # # # # # # # # #

◆ エリア別の特徴

九州中国・四国近畿中部関東北海道・東北全国
倉庫# # # # # # #
工場# # # # # # #
事務所# # # # # # #
店舗# # # # # # #
その他# # # # # # #
合計# # # # # # #

出典:国土交通省「建築着工統計調査」におけるオーダーメイド集計（独立行政法人統計センター提供）

出典:国土交通省「建築着工統計調査」におけるオーダーメイド集計（独立行政法人統計センター提供）

図3は全国の非住宅鉄骨造建築物の用途割合の推
移（2013年度～2022年度）を表したグラフである。新
型コロナウイルス流行前より製造関連施設（倉庫、工
場）の割合が増加が続いていたが、直近の2022年度
においては、2021年度より僅かに減少した。ただし、
工場は僅かながら増加している。一方で、減少傾向
にあった店舗の割合は新型コロナウイルス流行禍の
2020年度より、微増傾向にある。

図4は2022年度の非住宅鉄骨造建築物の用途割合
をエリア別に表したグラフである。全てのエリアで工
場と倉庫の割合が高く、30%以上を占めている。特
に、工業が盛んな中部エリアは他エリアよりも工場、
倉庫の占める割合が高く、40%近くを工場と倉庫が占
めている。しかしながら、事務所及び店舗の割合は
他エリアよりも低い。一方で、関東以北（北海道・東
北エリア、関東エリア）は他エリアよりも工場及び倉
庫の割合が低い。また、都市部（関東エリア、近畿エ
リア）は他エリアよりも事務所及び店舗の割合が高
く、事務所、店舗の割合が最も低い中部エリアと比較
すると10ポイント近く差がある。
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図 3：非住宅鉄骨造建築物における用途別割合推移（年次）
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図 4：非住宅鉄骨造建築物におけるエリア別用途割合（2022年度）
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4.まとめ

※

※

※

本統計表等は統計法に基づいて、独立行政法人統計センターから「建築着工統計調査」のオーダーメード集計により提供を受けた統計成果物を基にしています。

鉄骨造の主な使用用途である工場、倉庫の割合が低く、事務所、店舗の割合が高い都市部（関東エリア、近畿エリア）では、建築件数が大きく減少した。特に関東エ
リアにおいては、1棟当たりの平均面積も減少している。一方で、工場、倉庫の割合が高く、事務所、店舗の割合が低い中部エリアや中国・四国エリアにおいては、1
棟当たりの平均面積はほとんど変化が無いものの、建築件数は増加している。以上より、2022年度の鉄骨造市場は2021年度と比較して、倉庫、工場の需要は増加
しているが建物規模に変化は無い一方で、事務所、倉庫の需要は縮小したことが推察できる。

非住宅建築物とは国土交通省「建築着工統計調査」において、「産業用建築物」に分類される建築物とする。

非住宅鉄骨造建築物の用途は国土交通省「建築着工統計調査」の分類に基づくものとするが、「建築着工統計調査」において、学校の校舎、病院・診療所に分類される建築物は「その他」に分類するものとす
る。

エリアについて、北海道、青森県、岩手県、宮城県、福島県、山形県、秋田県を「北海道・東北」エリア、茨城県、千葉県、東京都、埼玉県、群馬県、栃木県、神奈川県を「関東」エリア、新潟県、長野県、山梨
県、静岡県、愛知県、岐阜県、富山県、石川県、福井県を「中部」エリア、三重県、京都府、滋賀県、和歌山県、奈良県、大阪府、兵庫県を「近畿」エリア、岡山県、広島県、山口県、島根県、鳥取県、香川県、徳
島県、高知県、愛媛県を「中国・四国」エリア、福岡県、大分県、宮崎県、鹿児島県、熊本県、佐賀県、長崎県、沖縄県を「九州」エリアとする。
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